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第1章　問題の所在と目的

第1節　視覚障害者の歩行環境について

　視覚障害者の歩行は、オリエンテーション（odemぬou）

とモビリティ（mobility）という2つの要素で構成され

ている（佐藤，1988）。オリエンテーション’とは、環境

を認知し、自分自身を環境の中で定位することであり、

モビリティとは歩行運動をさす。これらの要素が完全に

満足されてはじめて歩行が可能になる。

　しかし、視覚障害者が屋外で歩行する際には、これら

の要素を完全に満たしていても、安全に、正確に、速く、

快適に移動することは難しい。芝田（1991）は、視覚障

害者の屋外における歩行は「視覚障害者の歩行能力」

「道路等の環境ま「一般社会の理解」の3つの要素から成

り立っていると述べている。路上には自動車や自転車が

走り、歩行者が歩き、商品などの障害物が置かれ、段差

や溝などが至るところにある。視覚障害者は、いっ自動

車や自転車にぶつかるか、歩行者にぶっかったときどの

ような態度をとられるか、段差や溝につまずいたり落ち

たりするのではないかなど、歩行中に多くのストレスを

感じ、とても快適に歩いているとは言い難い。

　最近では、障害者への関心の高まりを背景に、視覚障

害者の歩行環境が改善されつつある。視覚障害者用誘導

システムの開発もまた盛んに行われている。本節では、

現在の視覚障害者の歩行環境がどのようになっているか

について述べることにしたい。

1　視覚障害者の歩行環境に関する先行研究および資料

の分析

　視覚障害者の歩行環境についての研究は様々な視点

から行われてきた。

　まず、視覚障害者自身の手記が多く出版されている。

藤川（1996）と愼（1997）は、個人の体験をもとに点

字ブロックの長所と問題点を指摘している。それによ

ると、点字ブロックの大きさは一般的に30センチ角で

あるが、中には15センチ角のものがあり、気づかずに

またいでしまうおそれがあると述べている。また、誘

導ブロックは目的のところへ行く際にはあまり役に立

たっていないこと、柱や壁に導く形で敷設されている

揚合があることについても述べている。音声信号機の

ボタンは「盲人用」と書かれてはいるが、その文字を

視覚障害者が読めるはずもなく、晴眼者と、その信号

機設置してあることを知っている視覚障害者以外は利

用が困難であることも指摘している。

　30センチの安全地帯刊行委員会（1998）は、安全な

点字ブロックの設置に関する視覚障害者の様々な考え

を紹介している。また、千葉駅前の点字ブロックが視

覚障害者にとって役に立たない方法で敷設され、こう

した敷設方法が普及しないよう千葉県内の視覚障害者

が行った活動の経過が記されている。

　さらに、視覚障害者を対象に調査を行い、どのよう

な生活上の二一ズがあるかを調べた研究もある。E＆

Cプロジェクト（1993）は視覚障害者279名に対して、

日常生活（屋内、屋外）における不便を調査し、屋外

生活では交通環境、特に「道路、歩道」上で不便を感

じるという結果を得た。永松（1991）は、日常生活で

の利用施設、視覚障害者対策設備の利用、点字ブロッ

クや音声信号機に関する意識調査を実施し、横断歩道

を見つけるための手段として音声信号機、点字ブロッ

クが重要な役割を果たしているという結果を見い出し

た。また高山・大野（1997）は、視覚障害者の道路環

境にっいて、物的・人的な面からの実態調査を行い、

設備の改善ほか、周囲の人々の視覚障害者に関する理

解がより重要であると述べている。

　加えて、山本・芝国・増井（1994）は白杖歩行者が

求める空間情報にっいて調査し、単独歩行時の問題点

を明らかにしている。まず、白杖歩行の経験が多少と

もある晴眼者に目隠しをし、歩行中に必要と感じてい

る情報にはどのようなものがあるのかを調べた。次に、

様々な状況下（例1知っている場所、交通機関）にお

いて目的地への移動に必要な情報を調べた。さらに知

っている場所での移動に限定し、歩行中に必要な情報

を明らかにした。これら3っの調査から白杖歩行者の

単独歩行時における間題点をまとめたが、誘導ブロッ

クの敷設・整備に関する問題点が特に多く出されてい

る。

　視覚障害者の雪道歩行に関しては、米原・芝田
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（1996）が、盲学校およぴ視覚障害者関係施設など歩

行指導を行っている施設に対して調査を実施した。雪

道での様々な困難にはr目立つ服装をするj　r車音に

対して普段より慎重に対応する」というように受動的

に対処していることが多く、雪道歩行の環境を改善し

ようとする指導や対策がなされていない現状を明らか

にした。

　視覚障害者を取り巻く人々の意識に着目し調査を行

った研究もある。宮本（1995）は自動車運転者に対し

て、路上駐車と視覚障害者の歩行に関する調査を実施

した。そして自動車社会の課題と対策を述べ、バリア

フリーの実行と視覚障害者の歩行方法によって起こる

トラブルヘの理解を訴えるとともに、トラブルの原因

を社会の無理解だけに押しっけてしまうといった視覚

障害者自身の課題についても述べている。また、佐

野・中村（1997）は大学生に対して、視覚障害者の単

独歩行についての知識と援助行動に関する調査を行

い、視覚障害者がどのような場面で援助を必要として

いるかについての晴眼者への啓発の必要性を示唆して

いる。さらに、晴眼者が援助を申し出ない理由として、

援助方法といった技術的な面よりも自分の判断に対す

る自信のなさを挙げている大学生が多いことを明らか

にし、人的な支援体制を発展させるには視覚障害者と

晴眼者のギャップをいかに埋めるかが課題であると述

べている。

　青柳・徳田（1998）は、視覚障害者に対して、歩い

ているときの子どもとの関わりについて調査を行っ

た。そしてその内容を障害理解の観点から考察し、障

害者に対する配慮や障害者の歩行特性などについての

情報が、子どもとその親・保育者に対して適切に伝え

られなくてはならないと述べている。また、親が子ど

もに対してr悪いことをすると目が見えなくなる」と

教えているという現状があることを指摘している。こ

のようなしつけ言葉に関して、「障害者差別につなが

るからやめてほしい』「障害者に対する偏見が生まれ

てしまいそうでこわい」などの批判が多く出された。

なお、しっけ言葉と障害理解に関しては、徳田（1996，

1998a）の研究などがある。

　一方で、歩行環境の物的な整備の研究も多く行われ

ている。大倉ら（1995）は、これまでに起きた視覚障

害者の駅ホームでの転落事故を、偏軌傾向や聴覚情報

に基づく意志決定といった視覚障害者の歩行特性から
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分析した。改善点としては、適当に点字ブロックを敷

いておけばよいという考えを慎むこと、転落事故をな

くすにはdosed　platfom1や安全柵の設置が理想的であ

ること、ハードウェアの改善ばかりでなく人的支援体

制を確立すべきであることなどを挙げている。

　また田内・大倉（1995）は、電子式歩行補助具など

視覚障害者支援技術の現状を紹介し、視覚障害者の歩

行特性および多様性をよく認識して開発されなければ

ならないという問題点を指摘している。さらに藤本

（1994〉は、視覚障害者から見た屋外行動の疎外要因

として、歩道上や点字ブロック上の障害物、音声信号

機が夜間には作動しなくなる状況などを挙げ、視覚障

害者の適切な誘導方法について述べている。

　視覚障害者の誘導システムの開発に関する研究も盛

んになされている。矢ヶ部ら（1995）はGPSを屠い

た誘導システムの開発・実験を行っている。また、尾

形ら（1997）は非可視型バーコードを用いた視覚障害

者用位置案内装置の開発を行っている。さらに

Tokuda，Yamauchi，Sashima（1992）、山内（1994）は

磁気誘導ブロックあるいは誘導車椅子を活用した道路

環境の整備を提案し、中村・青野・田所（1996）は万

歩計と地磁気センサを用いたシステムを開発してい

る。

　徳田（1997）は各社が開発した代表的な移動援助シ

ステムを3例紹介し、障害者の生活や特性に十分に配

慮していない「より楽をして使える」というだけのシ

ステムの開発競争が、rひとりの人聞として生きてい

くことを望んでいる」障害者の生活を歪めることにつ

ながる危険性があること、システム開発そのものは障

害者の選択肢を増やすために考えられるべきであるが

開発されるシステムに高い互換性がなければならない

こと、人問工学的視点、心身障害学的視点、行政から

の視点を含めた、開発機器の有効性の評価システムを

確立するべきであることなどを提言している。これら

以外に、各社でも誘導システムの開発が行われている。

このことにっいては後述する。

2　視覚障害者の交通安全に関連する施策・まちづくり

　現在、少子化とともに急速に高齢化が進んでいる。

　平成8年におけるわが国の65歳以上の高齢者人口は全

人口の15．1％（1，902万人）に達し、22年には22．0％

　（2，813万人）とさらに高齢化が進むものと見込まれて



いる（総務庁，1997）。高齢化社会になるということ

は高齢の身体障害者が増えるということでもある。そ

のため、高齢者にとって住みよい環境の整備が必要と

なってきているのである。また、国連の「障害者権利

宣言」や国際障害者年をはじめとして、障害者への関

心が高まってきている。このような流れを受けて、わ

が国では、1970年代から、「障害者のための街づくり」

あるいはr身体障害者福祉都市」として、道路、交通

機関、公共建築物など物的環境に対して配慮が講じら

れてきた（藤井，1991）。政府や自治体では、新ゴー

ルドプランやエンゼルプランを策定し、住宅やまちづ

くり等に関連する施策を折り込んだ。また障害者プラ

ンにおいて、市町村において福祉のまちづくりに関す

る総合的な計画を策定することが明記された（建設省，

1997）。

　各省庁においても様々な障害者施策が行われてい

る。そのうち視覚障害者の交通安全問題と密接に関連

する施策としては、まず警察庁の取り組みがある。警

察庁では、信号機への視覚障害者用付加装置等の設置

を進めており、また、高齢者や視覚障害者が安心して

通行できる交通環境を築き上げるために、歩行者用の

センサーについて調査研究している。歩行者に感応す

る信号制御手法や、歩行者に対する案内・誘導手法等

についても検討を行っている。

　運輸省では、公共交通施設の改善、公共交通機関の

旅客運賃での配慮に取り組んでいる。1993年には「公

共交通ターミナルにおける高齢者・障害者等のための

施設整備ガイドライン」を策定している。

　建設省では、官庁建物や道路等の改善に取り組んで

いる。平成6年には「生活福祉空間づくり大綱」を策

定し、各市区町村においてバリアフリーの生活空間を

形成するための「人にやさしいまちづくり事業」が実

施されている。さらに、携帯用端末や磁気、音声等を

利用した情報提供装置を用いた、経路案内・誘導シス

テムの研究開発を行っている。

　総務庁では交通問題に関する調査研究を行っている

が、その中には高齢者の交通安全行動調査が含まれて

いる。65歳以上の高齢者を対象に交通安全教育の有無、

免許保有の有無、日頃の交通行動等を調査し、今後の

高齢者の交通安全教育に役立てようとしている。また、

全国交通安全運動においては、シートベルトの着用の

徹底とともに高齢者の交通事故防止を重点目標に置い
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ている。そのほか、障害者を含んだ誰もが安心して利

用できる道路交通環境の整備・点検、地域が一体とな

って取り組む交通安全総点検の実施を行っている。総

務庁はまた、自動車運転者、自転車運転者、小・中学

生などに対して交通安全教育を推進している。しかし、

障害者の交通安全に関する調査研究は特に行われてお

らず、一般の人々に対する交通安全教育において障害

者への配慮が指導されることがほとんどないという現

状もある。

　自治体等においても様々な試みが行われている。例

えば神奈川県警察本部交通課では、赤外線を利用した

音声案内システムの実用化実験を行い、早期実用化を

目指している。また神奈川県伊勢原市では、市民が主

体となって公共施設や道路など公共空問を点検する活

動を行った。その結果、障害者にとって安全な道路や

危険な道路の色分け等を行った「思いやり・ふれあい

マップ」が完成し、障害者らに配布されている。さら

に茨城県土浦市では「人にやさしいまちづくり」を市

政の基本課題に据え、視覚障害者用誘導システムの整

備や規格統一、段差解消などを進めている。

3　視覚障害者用誘導システムの現状

　視覚障害者は、交通に関して、安全に、正確に、速

　く、気軽に、ストレスなく外出することができないと

いう移動障害と、道路標識や看板などの文字情報を入

手することが難しいという情報障害を有している（徳

　田，1997）。そのため、いくつかの国において、視覚

障害者用の移動援助と情報提供のための機器・設備・

　システムが開発されてきた。

　わが国において、全国的に普及している、いわば誘

導システムの代表的存在として挙げられるものは点字

ブロックと音声信号機（視覚障害者用付加装置のっい

たf言号機）である。

　点字ブロックは1965年に日本で考案され、以来全国

に普及しているものであり、世界的にも注目されてい

　る誘導システムである。目本道路協会が示した視覚障

害者誘導用ブロック設置指針によれば、「ブロックは、

視覚障害者が通常の歩行状態において、主に足の裏の

触感覚でその存在及ぴ大まかな形状を確認できるよう

な突起を表面につけたブロックであり、道路及び沿道

に関して、ある程度の情報を持って道路を歩行中の視

覚障害者に、より正確な歩行位置と歩行方向を案内す



るための施設である」と定義されている。大きさは30

センチ角の正方形であり、歩行位置を示す点状ブロッ

ク（警告ブロック）と歩行方向を示す線状ブロック

（誘導ブロック）の2種類がある。

　このブロックは、全国的に敷設数が増加しているこ

と、視覚障害者の通常使用している歩行手段をほとん

ど変更しなくても利用できること、設置にかかる費用

が安いことなどの点から考えると、多くの視覚障害者

にとって有効な移動援助システムとなり得る。しかし、

一方では多くの問題点が指摘されている。愼（1997）

は、線状ブロックは方向以外の情報を示していないた

め、どこへ誘導されるのかが明確ではないと指摘して

いる。また高山・大野（1997）は、プロックの材質や

敷設方法が現在のところ統一されておらず設置場所に

よって異なっていることを述べている。さらに芝田

（1991）は、敷設の形状がPR不足であること、補修

が不完全であることを指摘し、また景観を配慮して、

ブロックの色に視認性の高い黄色を用いず舗装面と同

系色にしたため、弱視者が利用できなくなった事例も

多いことを指摘している。しかしながら、現状につい

て徳田（1997）は、視覚障害者の歩行の有効性および

全国的な普及率の点からみて、点字ブロックをこえる

移動援助システムがなく、現在指摘されている問題点

を解消する努力の継続が必要であると述べている。

　音声信号機は、歩行者用青信号の時間中に音声が鳴

り、視覚障害者が安全に横断できるように誘導するシ

ステムである。信号機のない横断歩道、あるいは音声

の出ない信号では、視覚障害者は自動車、人の流れ、

音などを手がかりとして道路を横断しなければなら

ず、事故に遭う危険性は決して低いとは言えない。そ

のため、音声信号機は視覚障害者の交通安全確保にお

いて重要な役割を果していると判断できる。平成8年

3月末において、音声信号機（視覚障害者誘導用付加

装置のついた信号機）は全国に8，438基設置されてお

り、今後も増設される予定である。

　しかし、音声信号機にもいくつかの問題点がある。

横断歩道中央では音声が両側の歩道から聞こえ方向が

わからなくなること、音声が地域によって統一されて

いないこと、音声信号機の音声が周辺住民にとって騒

音になるとの理由で作動する時問帯が昼問に限られ、

夜間の歩行の安全が確保されていないことのなどの指

摘がある（愼，1997など）。
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　全国的には普及していないが、限定的に実用化され

ている誘導システムもある。池野通建株式会社によっ

て開発された「おんせい」は、公共施設の玄関やバス

乗り場、公共電話などに、あらかじめ音声標識が緯度

装置を設置しておき、利用者が携帯する小型の送信機

の押しボタンを装置設置場所から15～20mの圏内で押

すことによって、その位置や施設名称などが音声で案

内されるという仕組みである。

　アエラクリエイトが開発した「ユーセイ」は誘導ブ

ロックを利用したシステムで、白杖や靴などにつけた

誘電タグが、路面に埋設されたアンテナ板上を通過す

ると電波を出し、これをアンテナ板が検出して音声情

報を流すというものである。

　さらに建設省中国地方建設局では、白杖に反射テー

プを貼り、地下道内天井位置に設置されたセンサーの

下を通過すると、位置案内と進行方向のアナウンスが

流れるというシステムを開発した。

　アルプス電気株式会社では、カード型の発信機から

常時電波を出し、音声装置の5m圏内に入ると電波が

検出されて音声情報が流れる「エコーシステム」を開

発した。

　このほか、三菱プレシジョン株式会社では電子ラベ

ル式音声歩行案内システムを開発している。

　ここに紹介したもの以外にも多くの誘導システムが

開発されている。このように多様な機器が開発されて

視覚障害者の歩行は快適になると考えられがちである

が、徳田（1997）は、移動援助システムにはいくっか

の課題があると指摘している。それを以下に示す。

　まず、「どこまで援助するのか」という問題である。

日本の技術開発力は世界最先端を誇るレベルであり、

将来、「ボタンを押せば何でも可能になるシステム」

が実現する可能性が高い。しかし不便を補うことばか

りに着目し、障害者の意志・意欲、能力を軽視する結

果になっている。

　また、健常者が移動する手段をいくつかの選択肢か

ら選ぶことができるのに対して、視覚障害者には選択

の幅が狭い。システム開発は障害者の選択肢を増やす

ために考えられるべきものであり、それゆえに障害者

のQO　Lは向上する。しかし、開発されたシステムは

他社のものとは規格が異なり互換性がなく、限られた

地域でしか使用できないというのが現状である。

　さらに、機器の開発力は世界に誇れるものであるが、



開発されたシステムの有効性を評価する基準がこれま

でになかった。開発の段階において、十数人のユーザ

ーの感想のみで方向性を決定せず、人間工学的視点、

心身障害学的視点、行政からの視点など、様々な視点

を折り込んだ評価をする必要がある。

第2節　本研究の目的

　第1節で述ぺてきたように、視覚障害者の歩行環境に

関する研究は、誘導システムの開発・改良やまちづくり

などの環境整備、人的支援や障害理解など、様々な視点

から行われてきた。しかし、その研究の規模は小さく、

いずれも事例的に視覚障害者の二一ズを取り上げている

ものであった。また、バリアフリー環境のハードウェア

の面からの環境整備に関する研究は多いが、障害者の交

通問題に関する一般社会の障害理解についての研究はほ

とんどないのが現状である。

　そこで本研究では、視覚障害者の歩行環境における交

通安全二一ズや事故経験などを総合的、網羅的に調査し、

視覚障害者が歩行する上で必要となる交通環境整備の内

容、ドライバー・ライダー・歩行者に対する視覚障害者

の歩行に関する障害理解の内容、視覚障害者の教育機

関・リハビリ機関における交通安全教育やサバイバル教

育の内容などを明らかにするための資料を得ることを目

的とする。
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第2章　方 法

第1節　調査対象者

　本研究は、目本理療科教員連盟、視力障害者テープ友

の会、弱視者問題研究会に所属する一般の視覚障害者と、

筑波技術短期大学情報処理科、鍼灸科、理学療法科、筑

波大学理療科教員養成施設の学生を対象にした。原則と

して単独歩行（盲導犬歩行を含む）をしている視覚障害

者を調査対象者としている。

　対象となった全盲者は343名、弱視者は459名であった。

表1に本調査の対象者の年齢と性別を示した。それによ

ると・男性は627名、女性は166名、無回答9名であった。

年齢は6歳から77歳であった。本調査の対象者は秋田県

と山口県を除く45都道府県にわたっており、多かったの

は東京都72名、神奈川県66名、大阪府64名、茨城県53名、

長野県41名などであった（表2、表3）。表4、表5に

は対象者の住む地域の積雪量を示した。対象者の職業は、

教員および公務員496名、学生202名、理療業38名、会

社員28名、主婦1名、無回答37名であった（表6、表

7）。

表1．対象者の年齢と性別

［全盲者］

［弱視者］

男　性 女　性 無回答 計

6歳～19歳
20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～77歳

無回答

　3名
44名
52名
86名
78名
27名

　1名
　5名
　9名
13名
17名
　4名
　1名

1名

2名

　4名
49名
61名
99名
96名
31名
　3名

計 290名 50名 3名 343名

6歳～19歳
20歳～29歳

30歳～39歳

40歳～49歳

50歳～59歳

60歳～66歳

無回答

24名
75名
84名
85名
59名
　9名
　1名

13名
42名
23名
26名
　8名
　3名
　1名

1名

5名

　37名

118名
107名
111名
　67名

　12名

　7名
計 337名 116名 6名 459名

全盲者と

　弱視者の合計 627名 166名 9名 802名
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平成10年度研究調査報告書視覚障害者の歩行者としての交通安全二一ズに　　　　　　　　　関する調査研究報告書平成11年4月　　　　財団法人国際交通安全学会1魏脚‘加α碗SSO6加ゴ0π（ゾ％顔厩π4’5ゆり756勧6θS研究委員会の構成PL：徳田　克己　（筑波大学心身障害系助教授）メンバー：新井邦二郎（筑波大学心理学系教授）　　　　松村みち子（タウンクリエイター代表）　　　　長岡　英司（筑波技術短期大学情報処理学科助教授）　　　　望月　珠美（茨城キリスト教大学専任講師）事務局：小宮　孝司（財団法人国際交通安全学会〉く執筆担当者＞第1章・第2章第3章…第4章…第5章第6章・…一徳田克己臼…望月珠美引用・参考文献資料（質問紙）一資料（図）…・徳田克己松村みち子、長岡英司…徳田克己、望月珠美一新井邦二郎・徳田克己望月珠美小宮孝司＜調査研究協力者〉　青柳まゆみ　白澤麻弓　辰巳公子　細畑知子　水野智美　森本さっき目次第1章　第1節第2節問題の所在と目的視覚障害者の歩行環境について　1．視覚障害者の歩行環境に関する先行研究および資料の分析　2，視覚障害者の交通安全に関連する施策まちづくり　3．視覚障害者用誘導システムの現状本研究の目的［徳田］・［徳田］・15第2章　第1節　第2節第3節方法　調査対象者　調査項目　1．予備調査　2．調査項目　調査手続き［望月］・［望月ユ・［望月コ・61115第3章　第1節第2節結果と考察　全盲者の交通安全二一ズ　1．外出時の工夫に関する内容　2．障害理解に関する内容　3，歩行環境の整備に関する内容　4，事故などの経験に関する内容　弱視者の交通安全二一ズ　1．外出時の工夫に関する内容　2，障害理解に関する内容　3．歩行環境に関する内容　4．事故などの内容に関する内容［徳田］・　　16［徳田］・　　55第4章ケーススタディ　第1節　雪道歩行での安全確保　第2節　盲導犬使用者の事故事例　第3節　弱視者事故事例［長岡］・［松村］・［松村］・788085第5章　海外の事情　第1節　韓国の視覚障害者の交通安全事情　第2節　カナダにおける視覚障害者の交通安全事情［徳剛・　88［望月］・　　103第6章まとめと今後の課題　第1節まとめ　　　　1．障害理解に関する二一ズ　　　　2．歩行環境の整備に関する二一ズ［新井］・　　111第2節　今後の課題［新井］・112引用および参考文献［徳田］・113附録1．視覚障害者の歩行時の危険場面等の写真2．調査結果の図表示［徳田・望月・小宮］　　　　　　［小宮］ll7125おことわりこの報告書に載せてある写真は、本研究結果をもとにして、危険場面を再現したものです。謝辞　この研究を進めるにあたって、日本理療科教員連盟、視力障害者テープ友の会、弱視者問題研究会のご協力をいただきました。心より感謝申し上げます。第1章　問題の所在と目的第1節　視覚障害者の歩行環境について　視覚障害者の歩行は、オリエンテーション（odemぬou）とモビリティ（mobility）という2つの要素で構成されている（佐藤，1988）。オリエンテーション’とは、環境を認知し、自分自身を環境の中で定位することであり、モビリティとは歩行運動をさす。これらの要素が完全に満足されてはじめて歩行が可能になる。　しかし、視覚障害者が屋外で歩行する際には、これらの要素を完全に満たしていても、安全に、正確に、速く、快適に移動することは難しい。芝田（1991）は、視覚障害者の屋外における歩行は「視覚障害者の歩行能力」「道路等の環境ま「一般社会の理解」の3つの要素から成り立っていると述べている。路上には自動車や自転車が走り、歩行者が歩き、商品などの障害物が置かれ、段差や溝などが至るところにある。視覚障害者は、いっ自動車や自転車にぶつかるか、歩行者にぶっかったときどのような態度をとられるか、段差や溝につまずいたり落ちたりするのではないかなど、歩行中に多くのストレスを感じ、とても快適に歩いているとは言い難い。　最近では、障害者への関心の高まりを背景に、視覚障害者の歩行環境が改善されつつある。視覚障害者用誘導システムの開発もまた盛んに行われている。本節では、現在の視覚障害者の歩行環境がどのようになっているかについて述べることにしたい。1　視覚障害者の歩行環境に関する先行研究および資料の分析　視覚障害者の歩行環境についての研究は様々な視点から行われてきた。　まず、視覚障害者自身の手記が多く出版されている。藤川（1996）と愼（1997）は、個人の体験をもとに点字ブロックの長所と問題点を指摘している。それによると、点字ブロックの大きさは一般的に30センチ角であるが、中には15センチ角のものがあり、気づかずにまたいでしまうおそれがあると述べている。また、誘導ブロックは目的のところへ行く際にはあまり役に立たっていないこと、柱や壁に導く形で敷設されている揚合があることについても述べている。音声信号機のボタンは「盲人用」と書かれてはいるが、その文字を視覚障害者が読めるはずもなく、晴眼者と、その信号機設置してあることを知っている視覚障害者以外は利用が困難であることも指摘している。　30センチの安全地帯刊行委員会（1998）は、安全な点字ブロックの設置に関する視覚障害者の様々な考えを紹介している。また、千葉駅前の点字ブロックが視覚障害者にとって役に立たない方法で敷設され、こうした敷設方法が普及しないよう千葉県内の視覚障害者が行った活動の経過が記されている。　さらに、視覚障害者を対象に調査を行い、どのような生活上の二一ズがあるかを調べた研究もある。E＆Cプロジェクト（1993）は視覚障害者279名に対して、日常生活（屋内、屋外）における不便を調査し、屋外生活では交通環境、特に「道路、歩道」上で不便を感じるという結果を得た。永松（1991）は、日常生活での利用施設、視覚障害者対策設備の利用、点字ブロックや音声信号機に関する意識調査を実施し、横断歩道を見つけるための手段として音声信号機、点字ブロックが重要な役割を果たしているという結果を見い出した。また高山・大野（1997）は、視覚障害者の道路環境にっいて、物的・人的な面からの実態調査を行い、設備の改善ほか、周囲の人々の視覚障害者に関する理解がより重要であると述べている。　加えて、山本・芝国・増井（1994）は白杖歩行者が求める空間情報にっいて調査し、単独歩行時の問題点を明らかにしている。まず、白杖歩行の経験が多少ともある晴眼者に目隠しをし、歩行中に必要と感じている情報にはどのようなものがあるのかを調べた。次に、様々な状況下（例1知っている場所、交通機関）において目的地への移動に必要な情報を調べた。さらに知っている場所での移動に限定し、歩行中に必要な情報を明らかにした。これら3っの調査から白杖歩行者の単独歩行時における間題点をまとめたが、誘導ブロックの敷設・整備に関する問題点が特に多く出されている。　視覚障害者の雪道歩行に関しては、米原・芝田1（1996）が、盲学校およぴ視覚障害者関係施設など歩行指導を行っている施設に対して調査を実施した。雪道での様々な困難にはr目立つ服装をするj　r車音に対して普段より慎重に対応する」というように受動的に対処していることが多く、雪道歩行の環境を改善しようとする指導や対策がなされていない現状を明らかにした。　視覚障害者を取り巻く人々の意識に着目し調査を行った研究もある。宮本（1995）は自動車運転者に対して、路上駐車と視覚障害者の歩行に関する調査を実施した。そして自動車社会の課題と対策を述べ、バリアフリーの実行と視覚障害者の歩行方法によって起こるトラブルヘの理解を訴えるとともに、トラブルの原因を社会の無理解だけに押しっけてしまうといった視覚障害者自身の課題についても述べている。また、佐野・中村（1997）は大学生に対して、視覚障害者の単独歩行についての知識と援助行動に関する調査を行い、視覚障害者がどのような場面で援助を必要としているかについての晴眼者への啓発の必要性を示唆している。さらに、晴眼者が援助を申し出ない理由として、援助方法といった技術的な面よりも自分の判断に対する自信のなさを挙げている大学生が多いことを明らかにし、人的な支援体制を発展させるには視覚障害者と晴眼者のギャップをいかに埋めるかが課題であると述べている。　青柳・徳田（1998）は、視覚障害者に対して、歩いているときの子どもとの関わりについて調査を行った。そしてその内容を障害理解の観点から考察し、障害者に対する配慮や障害者の歩行特性などについての情報が、子どもとその親・保育者に対して適切に伝えられなくてはならないと述べている。また、親が子どもに対してr悪いことをすると目が見えなくなる」と教えているという現状があることを指摘している。このようなしつけ言葉に関して、「障害者差別につながるからやめてほしい』「障害者に対する偏見が生まれてしまいそうでこわい」などの批判が多く出された。なお、しっけ言葉と障害理解に関しては、徳田（1996，1998a）の研究などがある。　一方で、歩行環境の物的な整備の研究も多く行われている。大倉ら（1995）は、これまでに起きた視覚障害者の駅ホームでの転落事故を、偏軌傾向や聴覚情報に基づく意志決定といった視覚障害者の歩行特性から2分析した。改善点としては、適当に点字ブロックを敷いておけばよいという考えを慎むこと、転落事故をなくすにはdosed　platfom1や安全柵の設置が理想的であること、ハードウェアの改善ばかりでなく人的支援体制を確立すべきであることなどを挙げている。　また田内・大倉（1995）は、電子式歩行補助具など視覚障害者支援技術の現状を紹介し、視覚障害者の歩行特性および多様性をよく認識して開発されなければならないという問題点を指摘している。さらに藤本（1994〉は、視覚障害者から見た屋外行動の疎外要因として、歩道上や点字ブロック上の障害物、音声信号機が夜間には作動しなくなる状況などを挙げ、視覚障害者の適切な誘導方法について述べている。　視覚障害者の誘導システムの開発に関する研究も盛んになされている。矢ヶ部ら（1995）はGPSを屠いた誘導システムの開発・実験を行っている。また、尾形ら（1997）は非可視型バーコードを用いた視覚障害者用位置案内装置の開発を行っている。さらにTokuda，Yamauchi，Sashima（1992）、山内（1994）は磁気誘導ブロックあるいは誘導車椅子を活用した道路環境の整備を提案し、中村・青野・田所（1996）は万歩計と地磁気センサを用いたシステムを開発している。　徳田（1997）は各社が開発した代表的な移動援助システムを3例紹介し、障害者の生活や特性に十分に配慮していない「より楽をして使える」というだけのシステムの開発競争が、rひとりの人聞として生きていくことを望んでいる」障害者の生活を歪めることにつながる危険性があること、システム開発そのものは障害者の選択肢を増やすために考えられるべきであるが開発されるシステムに高い互換性がなければならないこと、人問工学的視点、心身障害学的視点、行政からの視点を含めた、開発機器の有効性の評価システムを確立するべきであることなどを提言している。これら以外に、各社でも誘導システムの開発が行われている。このことにっいては後述する。2　視覚障害者の交通安全に関連する施策・まちづくり　現在、少子化とともに急速に高齢化が進んでいる。　平成8年におけるわが国の65歳以上の高齢者人口は全人口の15．1％（1，902万人）に達し、22年には22．0％　（2，813万人）とさらに高齢化が進むものと見込まれている（総務庁，1997）。高齢化社会になるということは高齢の身体障害者が増えるということでもある。そのため、高齢者にとって住みよい環境の整備が必要となってきているのである。また、国連の「障害者権利宣言」や国際障害者年をはじめとして、障害者への関心が高まってきている。このような流れを受けて、わが国では、1970年代から、「障害者のための街づくり」あるいはr身体障害者福祉都市」として、道路、交通機関、公共建築物など物的環境に対して配慮が講じられてきた（藤井，1991）。政府や自治体では、新ゴールドプランやエンゼルプランを策定し、住宅やまちづくり等に関連する施策を折り込んだ。また障害者プランにおいて、市町村において福祉のまちづくりに関する総合的な計画を策定することが明記された（建設省，1997）。　各省庁においても様々な障害者施策が行われている。そのうち視覚障害者の交通安全問題と密接に関連する施策としては、まず警察庁の取り組みがある。警察庁では、信号機への視覚障害者用付加装置等の設置を進めており、また、高齢者や視覚障害者が安心して通行できる交通環境を築き上げるために、歩行者用のセンサーについて調査研究している。歩行者に感応する信号制御手法や、歩行者に対する案内・誘導手法等についても検討を行っている。　運輸省では、公共交通施設の改善、公共交通機関の旅客運賃での配慮に取り組んでいる。1993年には「公共交通ターミナルにおける高齢者・障害者等のための施設整備ガイドライン」を策定している。　建設省では、官庁建物や道路等の改善に取り組んでいる。平成6年には「生活福祉空間づくり大綱」を策定し、各市区町村においてバリアフリーの生活空間を形成するための「人にやさしいまちづくり事業」が実施されている。さらに、携帯用端末や磁気、音声等を利用した情報提供装置を用いた、経路案内・誘導システムの研究開発を行っている。　総務庁では交通問題に関する調査研究を行っているが、その中には高齢者の交通安全行動調査が含まれている。65歳以上の高齢者を対象に交通安全教育の有無、免許保有の有無、日頃の交通行動等を調査し、今後の高齢者の交通安全教育に役立てようとしている。また、全国交通安全運動においては、シートベルトの着用の徹底とともに高齢者の交通事故防止を重点目標に置い3ている。そのほか、障害者を含んだ誰もが安心して利用できる道路交通環境の整備・点検、地域が一体となって取り組む交通安全総点検の実施を行っている。総務庁はまた、自動車運転者、自転車運転者、小・中学生などに対して交通安全教育を推進している。しかし、障害者の交通安全に関する調査研究は特に行われておらず、一般の人々に対する交通安全教育において障害者への配慮が指導されることがほとんどないという現状もある。　自治体等においても様々な試みが行われている。例えば神奈川県警察本部交通課では、赤外線を利用した音声案内システムの実用化実験を行い、早期実用化を目指している。また神奈川県伊勢原市では、市民が主体となって公共施設や道路など公共空問を点検する活動を行った。その結果、障害者にとって安全な道路や危険な道路の色分け等を行った「思いやり・ふれあいマップ」が完成し、障害者らに配布されている。さらに茨城県土浦市では「人にやさしいまちづくり」を市政の基本課題に据え、視覚障害者用誘導システムの整備や規格統一、段差解消などを進めている。3　視覚障害者用誘導システムの現状　視覚障害者は、交通に関して、安全に、正確に、速　く、気軽に、ストレスなく外出することができないという移動障害と、道路標識や看板などの文字情報を入手することが難しいという情報障害を有している（徳　田，1997）。そのため、いくつかの国において、視覚障害者用の移動援助と情報提供のための機器・設備・　システムが開発されてきた。　わが国において、全国的に普及している、いわば誘導システムの代表的存在として挙げられるものは点字ブロックと音声信号機（視覚障害者用付加装置のっいたf言号機）である。　点字ブロックは1965年に日本で考案され、以来全国に普及しているものであり、世界的にも注目されてい　る誘導システムである。目本道路協会が示した視覚障害者誘導用ブロック設置指針によれば、「ブロックは、視覚障害者が通常の歩行状態において、主に足の裏の触感覚でその存在及ぴ大まかな形状を確認できるような突起を表面につけたブロックであり、道路及び沿道に関して、ある程度の情報を持って道路を歩行中の視覚障害者に、より正確な歩行位置と歩行方向を案内するための施設である」と定義されている。大きさは30センチ角の正方形であり、歩行位置を示す点状ブロック（警告ブロック）と歩行方向を示す線状ブロック（誘導ブロック）の2種類がある。　このブロックは、全国的に敷設数が増加していること、視覚障害者の通常使用している歩行手段をほとんど変更しなくても利用できること、設置にかかる費用が安いことなどの点から考えると、多くの視覚障害者にとって有効な移動援助システムとなり得る。しかし、一方では多くの問題点が指摘されている。愼（1997）は、線状ブロックは方向以外の情報を示していないため、どこへ誘導されるのかが明確ではないと指摘している。また高山・大野（1997）は、プロックの材質や敷設方法が現在のところ統一されておらず設置場所によって異なっていることを述べている。さらに芝田（1991）は、敷設の形状がPR不足であること、補修が不完全であることを指摘し、また景観を配慮して、ブロックの色に視認性の高い黄色を用いず舗装面と同系色にしたため、弱視者が利用できなくなった事例も多いことを指摘している。しかしながら、現状について徳田（1997）は、視覚障害者の歩行の有効性および全国的な普及率の点からみて、点字ブロックをこえる移動援助システムがなく、現在指摘されている問題点を解消する努力の継続が必要であると述べている。　音声信号機は、歩行者用青信号の時間中に音声が鳴り、視覚障害者が安全に横断できるように誘導するシステムである。信号機のない横断歩道、あるいは音声の出ない信号では、視覚障害者は自動車、人の流れ、音などを手がかりとして道路を横断しなければならず、事故に遭う危険性は決して低いとは言えない。そのため、音声信号機は視覚障害者の交通安全確保において重要な役割を果していると判断できる。平成8年3月末において、音声信号機（視覚障害者誘導用付加装置のついた信号機）は全国に8，438基設置されており、今後も増設される予定である。　しかし、音声信号機にもいくつかの問題点がある。横断歩道中央では音声が両側の歩道から聞こえ方向がわからなくなること、音声が地域によって統一されていないこと、音声信号機の音声が周辺住民にとって騒音になるとの理由で作動する時問帯が昼問に限られ、夜間の歩行の安全が確保されていないことのなどの指摘がある（愼，1997など）。4　全国的には普及していないが、限定的に実用化されている誘導システムもある。池野通建株式会社によって開発された「おんせい」は、公共施設の玄関やバス乗り場、公共電話などに、あらかじめ音声標識が緯度装置を設置しておき、利用者が携帯する小型の送信機の押しボタンを装置設置場所から15〜20mの圏内で押すことによって、その位置や施設名称などが音声で案内されるという仕組みである。　アエラクリエイトが開発した「ユーセイ」は誘導ブロックを利用したシステムで、白杖や靴などにつけた誘電タグが、路面に埋設されたアンテナ板上を通過すると電波を出し、これをアンテナ板が検出して音声情報を流すというものである。　さらに建設省中国地方建設局では、白杖に反射テープを貼り、地下道内天井位置に設置されたセンサーの下を通過すると、位置案内と進行方向のアナウンスが流れるというシステムを開発した。　アルプス電気株式会社では、カード型の発信機から常時電波を出し、音声装置の5m圏内に入ると電波が検出されて音声情報が流れる「エコーシステム」を開発した。　このほか、三菱プレシジョン株式会社では電子ラベル式音声歩行案内システムを開発している。　ここに紹介したもの以外にも多くの誘導システムが開発されている。このように多様な機器が開発されて視覚障害者の歩行は快適になると考えられがちであるが、徳田（1997）は、移動援助システムにはいくっかの課題があると指摘している。それを以下に示す。　まず、「どこまで援助するのか」という問題である。日本の技術開発力は世界最先端を誇るレベルであり、将来、「ボタンを押せば何でも可能になるシステム」が実現する可能性が高い。しかし不便を補うことばかりに着目し、障害者の意志・意欲、能力を軽視する結果になっている。　また、健常者が移動する手段をいくつかの選択肢から選ぶことができるのに対して、視覚障害者には選択の幅が狭い。システム開発は障害者の選択肢を増やすために考えられるべきものであり、それゆえに障害者のQO　Lは向上する。しかし、開発されたシステムは他社のものとは規格が異なり互換性がなく、限られた地域でしか使用できないというのが現状である。　さらに、機器の開発力は世界に誇れるものであるが、開発されたシステムの有効性を評価する基準がこれまでになかった。開発の段階において、十数人のユーザーの感想のみで方向性を決定せず、人間工学的視点、心身障害学的視点、行政からの視点など、様々な視点を折り込んだ評価をする必要がある。第2節　本研究の目的　第1節で述ぺてきたように、視覚障害者の歩行環境に関する研究は、誘導システムの開発・改良やまちづくりなどの環境整備、人的支援や障害理解など、様々な視点から行われてきた。しかし、その研究の規模は小さく、いずれも事例的に視覚障害者の二一ズを取り上げているものであった。また、バリアフリー環境のハードウェアの面からの環境整備に関する研究は多いが、障害者の交通問題に関する一般社会の障害理解についての研究はほとんどないのが現状である。　そこで本研究では、視覚障害者の歩行環境における交通安全二一ズや事故経験などを総合的、網羅的に調査し、視覚障害者が歩行する上で必要となる交通環境整備の内容、ドライバー・ライダー・歩行者に対する視覚障害者の歩行に関する障害理解の内容、視覚障害者の教育機関・リハビリ機関における交通安全教育やサバイバル教育の内容などを明らかにするための資料を得ることを目的とする。5第2章　方法第1節　調査対象者　本研究は、目本理療科教員連盟、視力障害者テープ友の会、弱視者問題研究会に所属する一般の視覚障害者と、筑波技術短期大学情報処理科、鍼灸科、理学療法科、筑波大学理療科教員養成施設の学生を対象にした。原則として単独歩行（盲導犬歩行を含む）をしている視覚障害者を調査対象者としている。　対象となった全盲者は343名、弱視者は459名であった。表1に本調査の対象者の年齢と性別を示した。それによると・男性は627名、女性は166名、無回答9名であった。年齢は6歳から77歳であった。本調査の対象者は秋田県と山口県を除く45都道府県にわたっており、多かったのは東京都72名、神奈川県66名、大阪府64名、茨城県53名、長野県41名などであった（表2、表3）。表4、表5には対象者の住む地域の積雪量を示した。対象者の職業は、教員および公務員496名、学生202名、理療業38名、会社員28名、主婦1名、無回答37名であった（表6、表7）。表1．対象者の年齢と性別［全盲者］［弱視者］男　性女　性無回答計6歳〜19歳20歳〜29歳30歳〜39歳40歳〜49歳50歳〜59歳60歳〜77歳無回答　3名44名52名86名78名27名　1名　5名　9名13名17名　4名　1名1名2名　4名49名61名99名96名31名　3名計290名50名3名343名6歳〜19歳20歳〜29歳30歳〜39歳40歳〜49歳50歳〜59歳60歳〜66歳無回答24名75名84名85名59名　9名　1名13名42名23名26名　8名　3名　1名1名5名　37名118名107名111名　67名　12名　7名計337名116名6名459名全盲者と　弱視者の合計627名166名9名802名6

